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事業概要（事業の位置付け・目的）事業概要（事業の位置付け・目的）事業概要（事業の位置付け・目的）事業概要（事業の位置付け・目的）

この事務事業は、誰（受益者等）

を対象にして、どのような状態に

するのかを表しています。

事務事業の

内容

求める成果（目的）の達成に向け

て、行う手段（実施内容）を表して

います。

（１）「事業の必要性」の検証・評価（事務事業の評価）（１）「事業の必要性」の検証・評価（事務事業の評価）（１）「事業の必要性」の検証・評価（事務事業の評価）（１）「事業の必要性」の検証・評価（事務事業の評価）

求める

成果（目的）

この事務事業が総合計画のどの

分野（節、項、施策（大）、施策

（中）、施策（小））に位置付けられ

ているか表しています。

第７次は平成28年度まで

第８次は平成29年度から

総合計画

体系

　≪事務事業調書の見方≫　≪事務事業調書の見方≫　≪事務事業調書の見方≫　≪事務事業調書の見方≫

　　　以下は事務事業調書の構成と主な項目の説明です。　　　以下は事務事業調書の構成と主な項目の説明です。　　　以下は事務事業調書の構成と主な項目の説明です。　　　以下は事務事業調書の構成と主な項目の説明です。

事務事業事務事業事務事業事務事業

事務事業とは市が行っているそれ

ぞれの仕事です。目的ごとに事務

事業があり、それぞれに必要な予

算の配分があります。

各活動にかかるコスト（数値による実績測定）各活動にかかるコスト（数値による実績測定）各活動にかかるコスト（数値による実績測定）各活動にかかるコスト（数値による実績測定）

事務事業事務事業事務事業事務事業

調書調書調書調書

事務事業の概要（目的、取組み内

容とそのコスト、成果とその評価

や今後の方向性などの詳細情

報）を把握するための資料です。

活動名

この事務事業の中の主な活動（取組み）と年度ご

との実績を記載しています。

平成28年度は事業計画を記載しています。

成果

この事務事業の年度ごとの「成果」を表していま

す。事務事業を実施することにより、目的（求める

成果）にどれだけ近づいたか、目的の実現度合

いを測るものです。

成果指標と実績の推移（数値による実績測定）成果指標と実績の推移（数値による実績測定）成果指標と実績の推移（数値による実績測定）成果指標と実績の推移（数値による実績測定）

④「事業の必

要性」の評価

【Ａ　直ちに廃止】

平成28年度中に廃止できる事務事業

【Ｂ　30年度までに廃止】

関係機関等との協議・調整を行い、平成29～30

年度までの間に廃止できる事務事業

【Ｃ　33年度までに廃止】

関係機関等との協議・調整を行い、平成31～33

年度までの間に廃止できる事務事業

【Ｄ　廃止困難】

必要性は低いと認められるものの、事業を廃止し

た場合の影響等をかんば実、廃止が困難である

事務事業

【Ｅ　継続】

継続して実施する事務事業

(1)必要性

市が事業を実施する必要があるかどうかを検証

しています。

ただし、平成27年度で終了する事業は、検証を

省略しています。

①から順に検証を行い、評価が右側（青色矢印）

の場合は、「必要性が高い」と判断し、「継続」と

評価します。評価後は、「改善の必要性」につい

て検証・評価を行います。

評価が下側（赤色矢印）の場合は、「必要性が低

い」と判断し、「廃止」または「廃止困難」と評価し

ます。評価後は、「事業を廃止した場合・廃止困

難な理由」を記載のうえ、「廃止」の場合は、「改

善の必要性」を省略し、「廃止困難」な場合は「改

善の必要性」について検証・評価を行います。

③年間経費（千円） ①事業費と②人件費の合計を表しています。

④特定財源（千円）

市税等の一般財源を除いた特定財源の内訳について、補助金等の「国庫・県

支出金」、使用料、手数料等の受益者が負担する「受益者負担金」、「その他」

の実績額とその合計を表しています。

⑤一般財源（千円）

事務事業の実施にあたり、特定財源を除いた市税等の一般財源の実績金額を

表しています。

事業費、人員推移（数値による実績測定）事業費、人員推移（数値による実績測定）事業費、人員推移（数値による実績測定）事業費、人員推移（数値による実績測定）

①事業費（千円）

事務事業の実施に要した年度ごとの実績金額を表しています。

（職員人件費を除く）

②人件費（千円）

事務事業にかかる職員人件費の総額を表しています。

（平均人件費6,300千円×従事職員数）

※臨時職員人件費については、人数ではなく実績金額で表しています。
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（２）「改善の必要性」の検証・評価（事務事業の評価）（２）「改善の必要性」の検証・評価（事務事業の評価）（２）「改善の必要性」の検証・評価（事務事業の評価）（２）「改善の必要性」の検証・評価（事務事業の評価）

（1）有効性

（2）効率性

（3）公平性

有効性・効率性・公平性のうち、検証結果に

「不十分、ある、低い、可能、統合・分割、過

大・過小、検討必要」と該当する項目がある

場合は、改善の必要性【有】と評価します。上

記項目に該当しない場合は、改善の必要性

【無】と評価します。

●改善の必要性が【有】場合

【見直し】

事業の成果や効果を高めるために事業の実

施方法や事業の実施主体、サービス水準等

を見直す事業

【拡充】

近隣市等との比較等において、著しくサービ

ス水準が低く、拡充する必要があると認めら

れる事業

【縮小・統合】

事務の簡素化や事務事業の統合を図る、若

しくは相違工夫等により経費削減を行う事業

●改善の必要性が【無】場合

【現状維持】

事業規模または事業内容を維持・継続する

事業

改善取組・評価の総括（今後の方向性）改善取組・評価の総括（今後の方向性）改善取組・評価の総括（今後の方向性）改善取組・評価の総括（今後の方向性）

「改善の必要

性」の評価

改善取組

評価の総括

活動実績、成果、事業評価の内容を踏まえた現在の

課題、課題の改善策として、平成28年度に取組む内

容を表しています。

これまでの評価シートで行ってきた評価を踏まえた主

管課としての最終評価を表しています。

事務事業の有効性、効率性、公平性の観点

から事業を改善する必要があるかどうかを検

証しています。

ただし、平成27年度で終了する事業及び平

成28年度から開始する事業は、検証を省略し

ています。

有効性・効率性・公平性の主な項目

【有効性】

①目標に対する進捗状況

事業実施により意図した成果（成果指標から

検証）が得られているかどうかを検証していま

す。

【効率性】

①民間活力等の活用

外部委託や指定管理者制度の導入、その

他、ＮＰＯやボランティア等の活用等による事

業実施が可能かどうかを検証しています。

④事務事業のスリム化

事務事業の統合や分割により、事務事業の

スリム化を図ることが可能かどうかを検証し

ています。

【公平性】

①事業規模・サービス水準

社会情勢やニーズ等の環境変化や他の自治

体との比較により、事業規模やサービス水準

（受益者の範囲・サービス内容）の見直しが

可能かどうかを検証しています。


